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議案第 2号 

 

辺地に係る総合整備計画の承認を求める件 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和 37年

法律第 88号）に基づき、福沢辺地に係る総合整備計画を別紙のとおり定めたので、同法第

3条第 1項の規定により議会の議決を求める。 

 

 

提案理由 

福沢辺地における公共的施設の総合整備を行うにあたり、「辺地に係る公共的施設の総合

整備のための財政上の特別措置等に関する法律」により辺地対策事業債の適用を受けるた

め、総合整備計画の議決を経る必要がある。これが、この案件を提出する理由である。 
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（別紙） 

総合整備計画書 

 

山梨県甲斐市福沢辺地 

（辺地の人口 176 人 面積 8.73k ㎡） 

１ 辺地の概況 

  （1）辺地を構成する市又は字の名称 

     下福沢・上福沢・神戸・下芦沢・上芦沢・亀沢（大明神） 

  （2）地域の中心の位置 

     下福沢 44 番地 

  （3）辺地度点数 

136 点 

 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

福沢辺地は、本市の中心から 18.15 ㎞北の最端に位置し、標高 700m から 1,200m

の山間地に９つの自治会が散在しており、交通は狭あいで急坂な市道又は林道を

生活道路としている。 

産業は、農林業が主体であり、低迷する経済状況と地理的悪条件により生産性

が低く、第１次産業就業人口の減少、また人口の流出及び高齢化が進行している。 

この対策として、本市においては農林業の生産性の向上策や、豊かな自然資源

の PR を行い、地域の活性化を推進するとともに、引き続き生活環境の整備を継

続し、地域住民の生活・文化水準の向上を図る必要がある。 

本計画は、光ファイバーによる通信網が行き届いていない甲斐市北部地域にお

いて、通信事業者を実施主体として光ファイバーの敷設を行い、当該地域住民の

情報格差を是正し、住民が必要な情報を公平かつ安定的に取得できる環境を構築

するものである。 

また、当該施設を利用したＤＸ施策を検討・立案・実施し、公民連携により地

域課題を解決する必要がある。 
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３ 公共的施設の整備計画 

 

令和７年度の１年間 

（単位：千円） 

施設名 
事 業 

主体名 
事業費 

財 源 内 訳 一般財源のうち

辺地対策事業債

の予定額 特定財源 一般財源 

甲斐市北部

地域情報イ

ンフラ 

民間 56,672   56,672 56,672 

  
        

  
        

  
        

  
        

  
        

  
        

  
        

  
        

計 
 

56,672   56,672 56,672 
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議案第3号 

令和６年度甲斐市一般会計補正予算（第 8号） 

令和６年度甲斐市の一般会計補正予算（第 8号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２８０，２２１千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３５，７６０，６８４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第 2表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第 3表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正) 

第４条 地方債の追加、変更及び廃止は、「第 4表 地方債補正」による。 
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第２表 繰越明許費補正

 （追加） （単位：千円）

2 1

4 2

6 1

8 1

8 2

8 4土木費 都市計画費

款 項 金額事業名

72,000
ふるさと応援寄附金
事業

総務管理費総務費

幹線道路整備事業

緑化センター跡地
活用事業

17,500

20,921

1,042,952

衛生費 環境衛生費 脱炭素社会推進事業 13,004

農林水産業費 農業費 県営土地改良事業 12,890

土木費 土木管理費 土木総務事業 15,250

土木費 道路橋梁費 道路新設改良事業 3,000

狭あい道路拡幅整備
事業
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第３表　債務負担行為補正

（追加） （単位：千円）

期　　　　間

敷島Ｂ＆Ｇ海洋センター及び双葉Ｂ
＆Ｇ海洋センターの指定管理につい
て協定を締結すること

令和7年度から令和8年度まで

限　　度　　額事　　　　　　　項

41,640
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第４表  地方債補正

 （追加） （単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

防災・減災・
国土強靭化
緊急対策事業

189,000
普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内（た
だし、利率見
直し方式で借
入れる資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金については、
その融資条件により、
銀行その他の場合に
は、その債権者と協定
するものとする。
ただし、財政その他の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
若しくは、繰上償還又
は低利に借り換えする
ことができる。

公共事業等 23,300 同上 同上 同上

 （変更） （単位：千円）

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

緊急自然災害
防止対策事業

59,600
普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内（た
だし、利率見
直し方式で借
入れる資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金については、
その融資条件により、
銀行その他の場合に
は、その債権者と協定
するものとする。
ただし、財政その他の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
若しくは、繰上償還又
は低利に借り換えする
ことができる。

41,000
普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内（た
だし、利率見
直し方式で借
入れる資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金については、
その融資条件により、
銀行その他の場合に
は、その債権者と協定
するものとする。
ただし、財政その他の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
若しくは、繰上償還又
は低利に借り換えする
ことができる。

緊急防災・
減災事業

42,000 同上 同上 同上 24,300 同上 同上 同上

合併特例事業 1,646,800 同上 同上 同上 1,631,100 同上 同上 同上

 （廃止） （単位：千円）

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 備考

合併特例事業
（借換債）

268,300
普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内（た
だし、利率見
直し方式で借
入れる資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金については、
その融資条件により、
銀行その他の場合に
は、その債権者と協定
するものとする。
ただし、財政その他の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
若しくは、繰上償還又
は低利に借り換えする
ことができる。

- - - -
借入条件が確定
したため

起債の目的
補　　　　　　正　　　　　　前 補　　　　　　正　　　　　　後

起債の目的
補　　　　　　正　　　　　　前 補　　　　　　正　　　　　　後
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議案第 4号 

令和６年度甲斐市国民健康保険特別会計補正予算（第 5号） 

令和６年度甲斐市の国民健康保険特別会計補正予算（第 5 号）は、次に定めるところに

よる。 

(歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４４，５８９千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ６，９０８，５５４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 
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議案第 5 号 

令和６年度甲斐市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 4 号） 

 令和６年度甲斐市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第 4 号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７，８０３千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１，３０９，５５７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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議案第 6 号 

令和６年度甲斐市介護保険特別会計補正予算（第 4 号） 

令和６年度甲斐市の介護保険特別会計補正予算（第 4号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３８８，７１５千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ５，５９８，４６８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 
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議案第 7 号 

令和６年度甲斐市介護サービス特別会計補正予算（第 3 号） 

 令和６年度甲斐市の介護サービス特別会計補正予算（第 3号）は、次に定めるところに 

よる。 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９６８千円を減額し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ１６，７５１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 
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議案第 8 号 

令和６年度甲斐市地域し尿処理施設特別会計補正予算（第 3号） 

 令和６年度甲斐市の地域し尿処理施設特別会計補正予算（第 3 号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５千円を減額し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ１１，４８０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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議案第 9号 

令和６年度甲斐市農業集落排水事業特別会計補正予算（第 1号） 

 令和６年度甲斐市の農業集落排水事業特別会計補正予算（第 1 号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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議案第 10 号 

令和６年度甲斐市水道事業会計補正予算（第 3号） 

（総則） 

第１条  令和６年度甲斐市の水道事業会計補正予算（第 3号）は、次に定めるところによ

る。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和６年度甲斐市の水道事業会計予算（以下「予算」という。）第 3条に定めた収

益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目） (既決予定額)  （補正予定額） （計） 

収   入 

第１款 水道事業収益  1,027,825千円   26,267千円 1,054,092千円 

  第２項 営業外収益 103,785千円   24,000千円 127,785千円 

  第３項 特別利益 2千円 2,267千円  2,269千円 

（科  目） (既決予定額)  （補正予定額）  （計） 

支   出 

 第１款 水道事業費用 869,683千円 △21,733千円  847,950千円 

第２項 営業外費用  28,956千円 △24,000千円   4,956千円 

第３項 特別損失  1,461千円  2,267千円   3,728千円 

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第 4条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目） (既決予定額)  （補正予定額） （計） 

収 入 

第１款 資本的収入    476,893千円 △136,000千円  340,893千円 

  第１項 企業債  340,000千円 △136,000千円  204,000千円 

（科  目） (既決予定額)  （補正予定額） （計） 

支   出 

第１款 資本的支出  1,150,339千円 △136,000千円  1,014,339千円 

  第１項 建設改良費 1,146,691千円 △136,000千円 1,010,691千円 
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議案第 11 号 

令和６年度甲斐市簡易水道事業会計補正予算（第 3号） 

（総則） 

第１条  令和６年度甲斐市の簡易水道事業会計補正予算（第 3号）は、次に定めるところ

による。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和６年度甲斐市の簡易水道事業会計予算（以下「予算」という。）第 3条に定め

た収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目） (既決予定額)  （補正予定額） （計） 

収   入 

第１款 水道事業収益 101,580千円  △3,000千円  98,580千円 

  第２項 営業外収益  87,162千円 △3,000千円 84,162千円 

（科  目） (既決予定額)  （補正予定額）  （計） 

支   出 

 第１款 水道事業費用 102,614千円 △3,000千円  99,614千円 

第１項 営業費用  94,878千円 △3,000千円  91,878千円 

（他会計からの補助金） 

第３条 予算第 9条中「72,833千円」を「69,833千円」に改める。 
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議案第 12 号 

令和６年度甲斐市下水道事業会計補正予算（第 4 号） 

（総則） 

第１条 令和６年度甲斐市の下水道事業会計補正予算（第 4 号）は、次に定めるところに

よる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和６年度甲斐市の下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第 3条に定めた

収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

収 入 

第１款 下水道事業収益 1,772,566千円 △6,250千円 1,766,316千円 

第２項 営業外収益 1,072,281千円 △6,250千円 1,066,031千円 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

支   出 

第１款 下水道事業費用 1,784,608千円  △67,000千円  1,717,608千円 

第１項 営業費用 1,603,860千円  △67,000千円  1,536,860千円 

 （資本的収入及び支出） 

第３条 予算第 4 条本文括弧中「不足する額 552,849 千円は、過年度分及び当年度分損益

勘定留保資金 552,849千円」を「不足する額 553,049千円は、過年度分及び当年度分損

益勘定留保資金 553,049千円」に改め、資本的収入の予定額を次のとおり補正する。 

（科  目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

収   入 

第１款 資本的収入 993,285千円 △200千円 993,085千円 

第１項 企業債 510,600千円  21,100千円 531,700千円 

第５項 国庫補助金 112,500千円 △21,300千円  91,200千円 

 （企業債） 

第４条 予算第 6条に定めた限度額を次のように改める。 

（起債の目的） （既決限度額） （補正予定額） （計） 
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公共下水道整備事業    415,600千円   21,100千円   436,700千円 
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議案第13号 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定の件 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定

めるものとする。 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

（甲斐市行政不服審査会条例の一部改正）

第１条 甲斐市行政不服審査会条例（平成28年甲斐市条例第13号）の一部を次のように改

正する。 

第11条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（甲斐市情報公開条例の一部改正）

第２条 甲斐市情報公開条例(平成16年甲斐市条例第10号)の一部を次のように改正する。

第35条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（甲斐市個人情報保護法施行条例の一部改正）

第３条 甲斐市個人情報保護法施行条例(令和4年甲斐市条例第28号)の一部を次のように

改正する。 

附則第3条第5項から第7項までの規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（甲斐市個人情報保護審査会条例の一部改正）

第４条 甲斐市個人情報保護審査会条例(令和4年甲斐市条例第29号)の一部を次のように

改正する。 

第16条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（甲斐市法務専門職員の任用等に関する条例の一部改正）

第５条 甲斐市法務専門職員の任用等に関する条例(平成28年甲斐市条例第14号)の一部を

次のように改正する。 

第7条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（甲斐市職員給与条例の一部改正）

第６条 甲斐市職員給与条例(平成16年甲斐市条例第49号)の一部を次のように改正する。

第17条の2第3号及び第4号、第17条の3第1項第1号及び第3項第1号中「禁錮
こ

」を「拘禁

刑」に改める。 

（甲斐市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部改正）

第７条 甲斐市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例(平成27年甲斐市条例第
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25号)の一部を次のように改正する。 

第27条第1項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（甲斐市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正） 

第８条 甲斐市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例(平成16年甲斐市条例第

161号)の一部を次のように改正する。 

第4条第1号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第９条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によるこ

ととされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例に

よることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を

改正する法律（令和4年法律第67号。以下「刑法等一部改正法」という。）第2条の規定

による改正前の刑法（明治40年法律第45号。以下この項において「旧刑法」という。）

第12条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下この項におい

て同じ。）、旧刑法第13条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限

る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第16条に規定する拘留（以下「旧拘留」と

いう。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短

期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

第10条 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例による

こととされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例

によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せ

られた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする

有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられ

た者とみなす。 

（職員給与条例の一部改正に伴う経過措置） 

第11条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理

等に関する法律（令和4年法律第68号）並びにこの条例の施行前に犯した禁錮以上の刑（死

刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、第6条の規定による改正後の

職員の給与に関する条例第17条の3第1項（第1号に係る部分に限る。）及び第3項（第3号

に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴

をされた者とみなす。 

 （経過措置の規則への委任） 

第12条 この条例に定めるもののほか、刑法等一部改正法等の施行に伴い必要な経過措置

は、規則で定める。 
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   附 則 

 この条例は、刑法等一部改正法の施行の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 刑法等の一部を改正する法律（令和4年法律第67号）の施行により、懲役及び禁錮が廃

止され、これらに代えて新たに拘禁刑が創設されることから、関係条例の一部を改正し、

併せて字句の整理を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第 14 号 

甲斐市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の制定の件

甲斐市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例を次のように定めるものとする。 

甲斐市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例

地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和 31 年法律第 162 号)第 23条第 1項の規

定に基づき、スポーツに関する事務(学校における体育に関する事務を除く。)は、市長が

管理し、及び執行することとする。 

附 則 

  (施行期日) 

第１条 この条例は、令和 7 年 4 月 1日から施行する。 

  (経過措置) 

第２条 この条例の施行の際現に効力を有する教育委員会が行った処分その他の行為又は

現に教育委員会に対してされた申請その他の行為で、この条例の施行の日以後において

市長が管理し、及び執行することとなる事務に係るものは、この条例の施行の日以後に

おいては、市長が行った処分その他の行為又は市長に対してされた申請その他の行為と

みなす。 

(甲斐市スポーツ施設使用料条例の一部改正）

第３条 甲斐市スポーツ施設使用料条例(平成 16年甲斐市条例第 92号)の一部を次のよう

に改正する。 

第 3条中「甲斐市教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を「市長」に改める。 

第 4条及び第 7条第 2 号中「教育委員会」を「市長」に改める。 

第 8条中「教育委員会」を「市長が」に改める。 

(甲斐市社会体育施設条例の一部改正）

第４条 甲斐市社会体育施設条例(平成 16年甲斐市条例第 93号)の一部を次のように改正

する。 

第 3条中「教育委員会」を「市長が」に改める。 

(甲斐市Ｂ＆Ｇ海洋センター条例の一部改正）

第５条 甲斐市Ｂ＆Ｇ海洋センター条例(平成 16年甲斐市条例第 95号)の一部を次のよう

に改正する。 

第 11条中「教育委員会」を「市長が」に改める。 
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  (甲斐市釜無川スポーツ公園管理条例の一部改正） 

第６条 甲斐市釜無川スポーツ公園管理条例(平成 26 年甲斐市条例第 3 号)の一部を次の

ように改正する。 

第 2条中「甲斐市教育委員会(以下「教育委員会」という。)」を「市」に改める。 

第 3 条から第 5 条まで、第 6 条ただし書及び第 2 号、第 8 条並びに第 11 条第 2 項中

「教育委員会」を「市長」に改める。 

第 12条の見出し中「その他」を「委任」に改め、同条中「教育委員会」を「市長」に

改め、「別に」を削る。 

 

 

提案理由 

 甲斐市行政機構の改革に伴い、関係条例について所要の改正を行う必要がある。これが、

この条例案を提出する理由である。 
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議案第 15 号 

甲斐市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準

に関する条例の一部改正の件 

甲斐市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関す

る条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

甲斐市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に

関する条例の一部を改正する条例 

甲斐市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関す

る条例（平成 24年甲斐市条例第 32号）の一部を次のように改正する。 

第 3条及び第 4条を次のように改める。 

（布設工事監督者の資格） 

第３条 法第 12条第 2項（法第 31条において準用する場合を含む。）に規定する条例で定

める布設工事監督者が有すべき資格は、次のとおりとする。 

(1) 学校教育法（昭和 22年法律第 26号）による大学（短期大学を除く。以下同じ。）

又は旧大学令（大正 7年勅令第 388号）による大学において土木工学科又はこれに相

当する課程を修めて卒業した後、3 年以上水道、工業用水道、下水道、道路又は河川

（以下この項において「水道等」という。）に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者（1年 6月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(2) 学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工学科若しくは電気

工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、4 年以上水道等に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者（2 年以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者に限る。） 

(3) 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若しくは

高等専門学校又は旧専門学校令（明治 36年勅令第 61号）による専門学校（次号にお

いて「短期大学等」という。）において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業し

た後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後。次号において同じ。）、

5年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（2年 6月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(4) 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒
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業した後、6年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（3年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(5) 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和 18年勅

令第 36号）による中等学校（次号において「高等学校等」という。）において土木科

又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、7 年以上水道等に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者（3 年 6 月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

(6) 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した後、8年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（4年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）  

(7) 10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（5年以上

水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）  

(8) 第 1号又は第 2号の卒業者であって、学校教育法に基づく大学院研究科において 1

年以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科にお

いて衛生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後、第 1号の卒業者にあって

は 2年以上、第 2号の卒業者にあっては 3年以上水道等に関する技術上の実務に従事

した経験を有するもの（第 1号の卒業者にあっては 1年以上、第 2号の卒業者にあっ

ては 1年 6月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）  

(9) 外国の学校において、第 1号から第 6号までに規定する課程に相当する課程を、そ

れぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得した後、それ

ぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者（それぞれ当該各号に規定する水道等の最低経験年数の 2分の 1以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）  

(10) 技術士法（昭和 58年法律第 25号）第 4条第 1項の規定による第 2次試験のうち

上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択した者に限

る。）であって、1年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（6

月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）  

(11) 建設業法施行令（昭和 31年政令第 273号）第 34条第 1項及び第 2項の規定によ

る土木施工管理に係る 1 級の技術検定に合格した者であって、3 年以上水道等に関す

る技術上の実務に従事した経験を有するもの（1 年 6 月以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者に限る。） 

２ 簡易水道事業、給水人口が 5万人以下である水道事業又は 1日最大給水量が 2万 5千

立方メートル以下である水道用水供給事業の用に供する水道（以下「簡易水道等」とい

う。）に係る前項の規定の適用については、同項第 1 号中「3 年以上水道、工業用水道、

下水道、道路又は河川（以下この項において「水道等」という。）に関する技術上の実務
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に従事した経験を有する者（1 年 6 月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者に限る。）」とあるのは「1 年 6 月以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者」と、同項第 2 号中「4 年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者（2年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」

とあるのは「2 年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項

第 3号中「5年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（2年 6月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「2 年 6

月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第 4 号中「6 年

以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（3 年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「3 年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第 5 号中「7 年以上水道等に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者（3 年 6 月以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者に限る。）」とあるのは「3 年 6 月以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者」と、同項第 6 号中「8 年以上水道等に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者（4 年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者に限る。）」とあるのは「4 年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者」と、同項第 7号中「10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者（5 年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。）」とあるのは「5 年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者」と、同項第 8 号中「2 年以上、第 2 号の卒業者にあっては 3 年以上水道等に関する

技術上の実務に従事した経験を有するもの（第 1 号の卒業者にあっては 1 年以上、第 2

号の卒業者にあっては 1年 6月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者に限る。）」とあるのは「1 年以上、第 2 号の卒業者にあっては 1 年 6 月以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有するもの」と、同項第 9号中「最低経験年数以上

水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（それぞれ当該各号に規定する

水道等の最低経験年数の 2分の 1以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者に限る。）」とあるのは「水道等の最低経験年数の 2分の 1以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者」と、同項第 10号中「1年以上水道等に関する技術上

の実務に従事した経験を有するもの（6 月以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者に限る。）」とあるのは「6 月以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有するもの」と、同項第 11号中「3年以上水道等に関する技術上の実務に従事した

経験を有するもの（1 年 6 月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

に限る。）」とあるのは「1 年 6 月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

るもの」とする。 

（水道技術管理者の資格） 
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第４条 法第 19条第 3項（法第 31条及び第 34条第 1項において準用する場合を含む。）

に規定する条例で定める水道技術管理者が有すべき資格は、次のとおりとする。  

(1) 前条第 1項第 1号、第 3号又は第 5号に規定する学校において土木工学科若しくは

土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学

の前期課程にあっては、修了した後）、同項第 1号に規定する学校を卒業した者につい

ては 3年以上、同項第 3号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前

期課程にあっては、修了した者）については 5年以上、同項第 5号に規定する学校を

卒業した者については 7年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者  

(2) 前条第 1項第 1号、第 3号又は第 5号に規定する学校において工学、理学、農学、

医学若しくは薬学の課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこ

れらに相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の前

期課程にあっては、修了した後）、同項第 1号に規定する学校を卒業した者については

4 年以上、同項第 3 号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課

程にあっては、修了した者）については 6年以上、同項第 5号に規定する学校を卒業

した者については 8年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者  

(3) 10年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(4) 前条第 1項第 1号、第 3号及び第 5号に規定する学校において、工学、理学、農学、

医学及び薬学に関する課程並びにこれらに相当する課程以外の課程を修めて卒業した

（当該課程を修めて学校教育法に基づく専門職大学の前期課程（以下この号において

「専門職大学前期課程」という。）を修了した場合を含む。）後、同項第 1号に規定す

る学校の卒業者については 5年以上、同項第 3号に規定する学校の卒業者（専門職大

学前期課程の修了者を含む。次号において同じ。）については 7年以上、同項第 5号に

規定する学校の卒業者については 9年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者 

(5) 外国の学校において、第 1号若しくは第 2号に規定する課程又は前号に規定する課

程に相当する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等

以上に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する最低経験年数以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(6) 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課

程を修了した者 

(7) 技術士法第 4 条第 1 項の規定による第 2 次試験のうち上下水道部門に合格した者

（選択科目として上水道及び工業用水道を選択した者に限る。）であって、1年以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの  

(8) 建設業法施行令第 34条第 1項及び第 2項の規定による土木施工管理に係る 1級の

技術検定に合格した者であって、3 年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験
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を有するもの 

２ 簡易水道等又は 1日最大給水量が 1万立方メートル以下である専用水道に係る前項の

規定の適用については、同項第 1 号中「3 年以上」とあるのは「1 年 6 月以上」と、「5

年以上」とあるのは「2 年 6 月以上」と、「7 年以上」とあるのは「3 年 6 月以上」と、

同項第 2号中「4年以上」とあるのは「2年以上」と、「6年以上」とあるのは「3年以上」

と、「8 年以上」とあるのは「4 年以上」と、同項第 3 号中「10 年以上」とあるのは「5

年以上」と、同項第 4 号中「5 年以上」とあるのは「2 年 6 月以上」と、「7 年以上」と

あるのは「3 年 6 月以上」と、「9 年以上」とあるのは「4 年 6 月以上」と、同項第 5 号

中「最低経験年数以上」とあるのは「最低経験年数の 2分の 1以上」と、同項第 7号中

「1 年以上」とあるのは「6 月以上」と、同項第 8 号中「3 年以上」とあるのは「1 年 6

月以上」とする。 

 

   附 則 

この条例は、令和 7年 4月 1日から施行する。 

 

 

提案理由 

生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係

政令の整備等及び経過措置に関する政令（令和 6年政令第 102号）及び生活衛生等関係行

政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う厚生労働省令の整理等に

関する省令（令和 6年厚生労働省令第 65号）の施行に伴い、布設工事監督者及び水道技術

管理者の資格要件について、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出す

る理由である。 
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議案第16号 

甲斐市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正の件

甲斐市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を次のように定めるものとする。 

甲斐市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

甲斐市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年甲斐市条

例第24号）の一部を次のように改正する。 

第16条第1項第2号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

附 則 

この条例は、令和7年4月1日から施行する。 

提案理由 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和 6 年内閣

府令第 109 号）が公布され、その中で家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平

成 26 年厚生労働省令第 61 号）が改正されたことに伴い、所要の改正を行う必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第 17号 

 

   指定管理者の指定期間の変更の件 

 

 令和 3年 12月 16日に議決された第 99号議案指定管理者の指定の件について、次のとお

り指定管理者の指定期間を変更したいので、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244

条の 2第 6項の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせている公の施設の名称及び位置 

    名 称  甲斐市玉幡公園総合屋内プール 

    位 置  山梨県甲斐市西八幡 1896番地 2 

 

    名 称  敷島Ｂ＆Ｇ海洋センター 

    位 置  山梨県甲斐市島上条 2527番地 1 

 

    名 称  双葉Ｂ＆Ｇ海洋センター 

    位 置  山梨県甲斐市宇津谷 1957番地 

 

２ 指定管理者である団体の所在地、名称及び代表者の氏名 

    所在地    山梨県甲斐市玉川 181番地 

    名 称    株式会社フィッツ 

    代表者の氏名 代表取締役 橋本 篤幸 

 

３ 指定期間の変更 

  現行の指定期間「屋内プール及びＢ＆Ｇ海洋センターの指定期間は、令和 4 年 4

月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日とする。」を「屋内プールの指定期間は、令和 4 年 4

月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日とする。Ｂ＆Ｇ海洋センターの指定期間は、令和 4

年 4月 1日から令和 9年 3月 31日とする。」に変更する。 

 

 

提案理由 

指定管理者の指定期間の変更については、地方自治法第 244条の 2第 6項の規定により、

あらかじめ議会の議決を経る必要がある。これが、この案件を提出する理由である。 
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議案第 18号 

 

市道路線認定の件 

 

道路法（昭和 27年法律第 180号）第 8条第 1項の規定により、次の路線を市道として認

定するものとする。 

 

 

 

提案理由 

 市道の路線認定については、道路法第 8 条第 2 項の規定により、議会の議決を経る必要

がある。これが、この案件を提出する理由である。 

 

 

番号 路 線 名 
起     点 

終     点 

重要な 
経過地 

備   考 

延 長 幅 員 摘 要 

687 
法印
ほういん

村前
むらまえ

 

宅造７号線 

西八幡字法印村前 

1054 番 2地先から 

西八幡字法印村前 

1054 番 10地先まで 

 

34.7ｍ 5.0ｍ～7.0ｍ 

 

688 
冷
ひ え

久保
く ぼ

 

宅造２号線 

玉川字冷久保 

603番 3地先から 

玉川字冷久保 

603番 6地先まで 

 

39.9ｍ 5.0ｍ～9.3ｍ 

 

1579 

島
し ま

上条
かみじょう

 

東河原
ひがしがはら

４号

線 

島上条字東河原 

51番 1地先から 

島上条字東河原 

80番 7地先まで 

 

60.7ｍ 2.3ｍ～3.8ｍ 

 

- 70 -



議案第 19号 

 

市道路線変更の件 

 

道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 10 条第 2 項の規定により、次の路線を変更するも

のとする。 

 

変更前 

 

変更後 

 

 

提案理由 

 市道の路線変更については、道路法第 10条第 3項で準用される同法第 8条第 2項の規定

により議会の議決を経る必要がある。これが、この案件を提出する理由である。 

番号 路 線 名 
起     点 

終     点 

重要な 
経過地 

備   考 

延 長 幅 員 摘 要 

83 篠原
しのはら

八幡
や は た

前線
まえせん

 
篠原字村中 2334番 1地先から 

篠原字八幡前 87番 1地先まで 

 
1059.3ｍ 1.6ｍ～10.8ｍ 

 

260 篠原本
しのはらほん

妙寺
みょうじ

線
せ ん

 
篠原字本妙寺前 131番地先から 

篠原字本妙寺前 148番 1地先まで 

 

92.6ｍ 6.0ｍ～9.7ｍ 

 

1177 
島
し ま

上条
かみじょう

東河原
ひがしがはら

線
せ ん

 

島上条 62番地先から 

島上条 80番 1地先まで 

 

255.0ｍ 1.6ｍ～7.5ｍ 

 

83 篠原
しのはら

八幡
や は た

前線
まえせん

 
篠原字八幡前 73番 1地先から 

篠原字八幡前 87番 1地先まで 

 

623.3ｍ 1.6ｍ～10.8ｍ 

 

260 篠原本
しのはらほん

妙寺
みょうじ

線
せ ん

 
篠原字村中 2359番 3地先から 

篠原字本妙寺前 148番 1地先まで 

 

432.6ｍ 2.9ｍ～9.7ｍ 

 

1177 
島
し ま

上条
かみじょう

東河原
ひがしがはら

線
せ ん

 

島上条字東河原 62番 1地先から 

島上条字東河原 54番 1地先まで 

 

127.5ｍ 1.6ｍ～5.0ｍ 
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議案第20号 

令和７年度甲斐市一般会計予算 

令和７年度甲斐市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３２，８８０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表 歳入歳出予算」によ

る。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債務を負担する行為

をすることができる事項、期間及び限度額は、「第 2表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第 3表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235 条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

４,０００,０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第 220 条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（1）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
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1 9,768,873

1 市民税 4,871,177

2 固定資産税 4,036,133

3 軽自動車税 305,337

4 市たばこ税 550,000

6 入湯税 6,226

2 193,770

1 自動車重量譲与税 134,000

2 地方揮発油譲与税 43,000

3 森林環境譲与税 16,770

3 4,000

1 利子割交付金 4,000

4 40,000

1 配当割交付金 40,000

5 40,000

1 株式等譲渡所得割交付金 40,000

6 100,000

1 法人事業税交付金 100,000

7 1,650,000

1 地方消費税交付金 1,650,000

8 23,000

1 ゴルフ場利用税交付金 23,000

9 20,000

1 環境性能割交付金 20,000

10 81,500

1 地方特例交付金 80,000

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款
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2
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別
交付金

1,500

11 6,000,000

1 地方交付税 6,000,000

12 13,000

1 交通安全対策特別交付金 13,000

13 109,507

1 負担金 109,507

14 207,567

1 使用料 166,543

2 手数料 41,024

15 6,758,041

1 国庫負担金 5,025,928

2 国庫補助金 1,715,632

3 委託金 16,481

16 2,405,897

1 県負担金 1,665,817

2 県補助金 533,432

3 委託金 206,648

17 37,342

1 財産運用収入 27,342

2 財産売払収入 10,000

18 1,120,051

1 寄附金 1,120,051

19 1,713,337

1 基金繰入金 1,713,334

2 特別会計繰入金 3

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

金　　　　　額

 千円

款 項
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20 400,000

1 繰越金 400,000

21 546,515

1 延滞金、加算金及び過料 15,057

2 市預金利子 1,500

3 受託事業収入 17,843

4 貸付金元利収入 3,636

5 雑入 508,479

22 1,647,600

1 市債 1,647,600

32,880,000

繰越金

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計

項 金　　　　　額

 千円

款
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1 197,608

1 議会費 197,608

2 4,731,220

1 総務管理費 4,020,980

2 徴税費 387,116

3 戸籍住民基本台帳費 224,994

4 選挙費 44,024

5 統計調査費 37,056

6 監査委員費 17,050

3 13,516,403

1 社会福祉費 5,632,350

2 児童福祉費 6,613,205

3 生活保護費 1,260,768

4 国民年金費 9,679

5 災害救助費 401

4 3,293,109

1 保健衛生費 1,154,177

2 環境衛生費 762,006

3 清掃費 1,376,926

5 60,000

1 労働諸費 60,000

6 455,860

1 農業費 428,036

2 林業費 16,143

3 国土調査費 11,681

7 364,845

1 商工費 364,845

農林水産業費

商工費

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

金　　　　　額

 千円

款

歳　　出

項
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8 3,231,903

1 土木管理費 229,108

2 道路橋梁費 191,690

3 河川費 48,500

4 都市計画費 2,689,987

5 住宅費 72,618

9 1,145,556

1 消防費 1,145,556

10 3,187,317

1 教育総務費 752,028

2 小学校費 517,170

3 中学校費 273,324

4 学校給食費 782,886

5 幼稚園費 9,197

6 社会教育費 651,359

7 保健体育費 201,353

11 1,004

1 農林水産施設災害復旧費 4

2 公共土木施設災害復旧費 1,000

12 2,592,634

1 公債費 2,592,634

13 72,541

1 基金費 72,541

14 30,000

1 予備費 30,000

32,880,000

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

 千円

項 金　　　　　額款
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第２表　債務負担行為

令和７年度に貸し付けられた甲斐市生活
福祉資金等償還金の利子補給に関する条
例に定めた資金の償還に係る利子補給

令和８年度から当該
資金償還まで

各種資金の借入利子を限度
とする額

令和７年度に貸し付けられた甲斐市小規
模企業者経営改善対策資金利子補給要綱
に定めた資金の償還に係る利子補給

令和８年度
利子返済を開始した月から
1年以内に支払った利子の2
分の1以内の額

甲斐市第11次高齢者保健福祉計画・第10
期介護保険事業計画策定支援業務委託

令和８年度 6,296

（仮称）篠原地区公園における子ども体
験学習施設内遊具設置及び公園整備

令和８年度 246,844

（単位：千円）

事　　　　　　　　項 期　　　　間 限　度　額

令和７年度に貸し付けられた甲斐市創業
融資に係る利子補給要綱に定めた資金の
償還に係る利子補給

令和８年度
利子返済を開始した月から
1年以内に支払った利子の
額
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(単位：千円)

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

脱炭素化推進事業 7,900
普通貸借

又は
証券発行

5.0％以内（ただ
し、利率見直し方
式で借入れる資金
について、利率の
見直しを行った後
においては、当該
見直し後の利率）

政府資金については、その
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
と協定するものとする。
ただし、財政その他の都合
により据置期間及び償還期
限を短縮し、若しくは、繰
上償還又は低利に借換えす
ることができる。

緊急防災・減災事
業

612,400 同　上 同　　上 同　　　上

辺地対策事業 56,600 同　上 同　　上 同　　　上

こども・子育て支
援事業

1,700 同　上 同　　上 同　　　上

公共施設等適正管
理推進事業

107,700 同　上 同　　上 同　　　上

一般補助施設整備
等事業

30,500 同　上 同　　上 同　　　上

公共事業等 626,100 同　上 同　　上 同　　　上

地域活性化事業 31,500 同　上 同　　上 同　　　上

一般事業 21,300 同　上 同　　上 同　　　上

緊急自然災害防止
対策事業

23,000 同　上 同　　上 同　　　上

地方道路等整備事
業

53,100 同　上 同　　上 同　　　上

防災対策事業 75,800 同　上 同　　上 同　　　上

計 1,647,600

第３表　地 方 債
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議案第 21号 

 

令和７年度甲斐市国民健康保険特別会計予算 

 

令和７年度甲斐市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

(歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６，８４８，８９１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表 歳入歳出予算」に

よる。 

(一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入

金の借入れの最高額は、７００，０００千円と定める。 

(歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 
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1 1,212,650

1 国民健康保険税 1,212,650

2 301

1 手数料 301

3 10

2 国庫補助金 10

4 4,853,878

1 県補助金 4,853,878

5 772

1 財産運用収入 772

6 754,275

1 一般会計繰入金 464,607

2 基金繰入金 289,668

7 1

1 繰越金 1

8 27,004

1 延滞金、加算金及び過料 15,002

2 雑入 12,002

6,848,891

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計

国民健康保険税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款
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1 102,485

1 総務管理費 91,138

2 徴税費 11,107

3 運営協議会費 240

2 4,733,488

1 療養諸費 4,110,476

2 高額療養費 596,000

3 移送費 1

4 出産育児諸費 21,510

5 葬祭諸費 5,500

6 傷病手当金 1

3 1,926,519

1 医療給付費分 1,298,206

2 後期高齢者支援金等分 468,698

3 介護納付金分 159,615

5 67,173

1 特定健康診査等事業費 62,457

2 保健事業費 4,716

6 772

1 基金積立金 772

7 353

1 公債費 353

8 8,101

1 償還金及び還付加算金 8,101

9 10,000

1 予備費 10,000

6,848,891歳　　出　　合　　計

公債費

諸支出金

予備費

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

保健事業費

基金積立金

金　　　　　額

 千円

款

歳　　出

項
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議案第 22号 

  

令和７年度甲斐市後期高齢者医療特別会計予算 

 

令和７年度甲斐市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，３８２，７２８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表 歳入歳出予算」に

よる。 
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1 1,071,485

1 後期高齢者医療保険料 1,071,485

2 20

1 手数料 20

3 310,198

1 一般会計繰入金 310,198

4 1

1 繰越金 1

5 1,024

1 延滞金、加算金及び過料 2

2 償還金及び還付加算金 1,020

3 雑入 2

1,382,728歳　　入　　合　　計

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款
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1 44,741

1 総務管理費 35,667

2 徴収費 9,074

2 1,336,966

1 後期高齢者医療広域連合納付金 1,336,966

3 1,021

1 償還金及び還付加算金 1,020

2 繰出金 1

1,382,728

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出金

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款

歳　　出

項
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議案第 23号 

 

令和７年度甲斐市介護保険特別会計予算 

 

令和７年度甲斐市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，７２３，６８４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表 歳入歳出予算」によ

る。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 220 条第 2 項ただし書の規定により歳出

予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（1）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

（2）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 
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1 1,220,195

1 保険料 1,220,195

2 13,410

1 負担金 13,410

3 395

1 手数料 395

4 1,177,841

1 国庫負担金 1,027,402

2 国庫補助金 150,439

5 1,487,272

1 支払基金交付金 1,487,272

6 758,858

1 県負担金 732,977

2 県補助金 25,881

7 537

1 財産運用収入 537

8 1,065,171

1 一般会計繰入金 877,645

2 基金繰入金 187,526

9 1

1 繰越金 1

10 4

1 延滞金、加算金及び過料 1

2 雑入 3

5,723,684歳　　入　　合　　計

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

保険料

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款
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1 137,566

1 総務管理費 63,083

2 徴収費 10,506

3 認定調査等費 20,782

4 介護認定審査会費 43,195

2 5,416,548

1 介護サービス等諸費 5,061,470

2 介護予防サービス等諸費 89,489

3 その他諸費 6,885

4 高額介護サービス等費 115,880

5 高額医療合算介護サービス等費 18,144

7 特定入所者介護サービス等費 124,680

3 167,030

1 介護予防・生活支援総合事業費 91,787

2 包括的支援事業・任意事業費 74,796

4 その他諸費 447

5 537

1 基金積立金 537

6 1,003

1 償還金及び還付加算金 1,002

2 繰出金 1

7 1,000

1 予備費 1,000

5,723,684

予備費

歳　　出　　合　　計

総務費

保険給付費

地域支援事業費

基金積立金

諸支出金

金　　　　　額

 千円

款

歳　　出

項
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議案第 24号 

 

令和７年度甲斐市介護サービス特別会計予算 

 

 令和７年度甲斐市の介護サービス特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１６，２９８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 
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1 14,744

1 予防給付費収入 14,744

2 1,551

1 一般会計繰入金 1,551

3 1

1 繰越金 1

4 2

1 預金利子 1

2 雑入 1

16,298

サービス収入

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款
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1 5,088

1 総務管理費 5,088

2 11,208

1 居宅介護支援事業費 11,208

3 2

1 償還金 1

2 繰出金 1

16,298

総務費

事業費

諸支出金

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款

歳　　出

項
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議案第 25号 

  

令和７年度甲斐市地域し尿処理施設特別会計予算 

 

令和７年度甲斐市の地域し尿処理施設特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，８６５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表 歳入歳出予算」によ

る。 
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1 7,128

1 使用料 7,128

2 26

1 財産運用収入 26

3 3,209

1 一般会計繰入金 3,209

4 500

1 繰越金 500

5 2

1 預金利子 1

2 雑入 1

10,865歳　　入　　合　　計

使用料及び手数料

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款
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1 10,739

1 地域し尿処理施設費 10,739

2 26

1 基金積立金 26

3 100

1 予備費 100

10,865

衛生費

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款

歳　　出

項
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議案第 26号 

  

令和７年度甲斐市農業集落排水事業特別会計予算 

 

令和７年度甲斐市の農業集落排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２７，１５７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表 歳入歳出予算」に

よる。 
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1 1,320

1 負担金 1,320

2 1,228

1 使用料 1,227

2 手数料 1

4 24,606

1 一般会計繰入金 24,606

5 1

1 繰越金 1

6 2

1 延滞金、加算金及び過料 1

2 雑入 1

27,157歳　　入　　合　　計

分担金及び負担金

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款
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1 26,818

1 総務管理費 26,818

2 239

1 公債費 239

3 100

1 予備費 100

27,157

総務費

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款

歳　　出

項
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議案第 27号 

 

令和７年度甲斐市宅地開発事業特別会計予算 

 

 令和７年度甲斐市の宅地開発事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２７３，３７２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 
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1 24,667

1 県補助金 24,667

3 248,705

1 一般会計繰入金 248,705

273,372

県支出金

繰入金

歳　　入　　合　　計

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款
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1 273,372

1 宅地開発費 273,372

273,372

宅地開発費

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款

歳　　出

項
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議案第28号 

 

令和７年度甲斐市水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条  令和７年度甲斐市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。            

（１）使用給水栓数               26,495栓 

（２）年間総給水量              5,840,000 ㎥ 

（３）１日平均給水量              16,000 ㎥ 

（４）建設改良事業  

  イ  配水管整備事業          512,284 千円 

  ロ  施設整備事業            321,410 千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収   入 

第１款 水道事業収益            1,163,926 千円 

 第１項 営業収益                       1,053,986 千円 

 第２項 営業外収益                       109,938 千円 

 第３項 特別利益                              2 千円 

 

支   出 

第１款 水道事業費用           908,806 千円 

 第１項 営業費用                        874,180 千円 

 第２項 営業外費用                        29,165 千円 

 第３項 特別損失             1,461 千円 

 第４項 予備費              4,000 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が、

資本的支出額に対し不足する額 704,978 千円は、過年度分及び当年度分損益勘

定留保資金 315,978 千円、建設改良積立金 389,000 千円で補てんするものと

する。）。 

 

収   入 

  第１款 資本的収入 140,836 千円 

第３項 負担金     102,907 千円 

第６項 固定資産売却代金      1千円 

第８項 加入金      37,928 千円 

 

支   出 

  第１款 資本的支出     845,814 千円 

   第１項 建設改良費  833,694 千円 

  第２項 企業債償還金  12,120千円 

    

 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、 100,000 千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

（１）第 1 款水道事業費用のうち、第 1 項営業費用、第 2 項営業外費用及び第 3

項特別損失における項間の流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

（１）職員給与費                       89,260 千円 

 

（他会計からの補助金） 

第８条 一般会計等からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりと定める。 

（１）児童手当                            360 千円 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、 3,806 千円と定める。  
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議案第29号 

 

   令和７年度甲斐市簡易水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条  令和７年度甲斐市の簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。            

（１）使用給水栓数                506 栓 

（２）年間総給水量                99,369㎥ 

（３） 1 日平均給水量               272 ㎥ 

（４）建設改良事業 

  イ 配水管整備事業            15,554 千円  

  ロ 施設整備事業             30,860 千円     

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収   入 

第１款 水道事業収益             98,836 千円 

 第１項 営業収益                          14,417千円 

 第２項 営業外収益                        84,418千円 

 第３項 特別利益                            1 千円 

 

支   出 

第１款 水道事業費用           102,600 千円 

 第１項 営業費用                         96,836千円 

 第２項 営業外費用                       2,112 千円 

 第３項 特別損失              152 千円 

 第４項 予備費              3,500 千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が、

資本的支出額に対し不足する額 31,209千円は、過年度分及び当年度分損益勘定

留保資金 31,209千円で補てんするものとする。）。 
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収   入 

  第１款 資本的収入              52,571千円 

第１項 企業債               30,800千円 

第３項 負担金               15,554千円 

第７項 補助金                6,173千円 

第８項 加入金                 44千円 

 

支   出 

  第１款 資本的支出              83,780千円 

   第１項 建設改良費             46,414千円 

   第２項 企業債償還金            37,366千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

簡易水道事業 30,800 

普通貸借 

 又は 

証券発行 

5.0 ％以内 ( ただ

し、利率見直し方式

で借入れる政府資金

及び地方公共団体金

融機構資金につい

て、利率の見直しを

行った後において

は、当該見直し後の

利率 )  

政府資金については、

その融資条件により、

銀行その他の場合に

は、その債権者と協定

するものとする。  

ただし、財政その他の

都合により据置期間及

び償還期限を短縮し、

若しくは、繰上償還又

は低利に借り換えする

ことができる。 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、10,000千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

（１）第 1 款水道事業費用のうち、第 1 項営業費用、第 2 項営業外費用及び第 3

項特別損失における項間の流用 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

（１）職員給与費                5,977 千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 簡易水道事業の安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

60,600千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、 6 千円と定める。 
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議案第 30号 

 

   令和７年度甲斐市下水道事業会計予算 

 

(総則) 

第１条 令和７年度甲斐市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

(業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）接 続 戸 数              26,400戸 

 （２）年間総処理水量             5,676,000㎥ 

 （３）1 日平均処理水量               15,500㎥ 

 （４）建 設 改 良 事 業 

  イ 社会資本整備総合交付金事業        440,000千円 

  ロ 公共下水道事業                  27,250千円 

 

  (収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

              収   入 

 第１款 下水道事業収益           1,760,466千円 

  第１項 営業収益              784,219千円 

  第２項 営業外収益             976,246千円 

  第３項 特別利益                 1千円 

 

              支   出 

 第１款 下水道事業費用           1,729,050千円 

  第１項 営業費用             1,558,659千円 

  第２項 営業外費用             168,481千円 

  第３項 特別損失                910千円 

  第４項 予備費                1,000千円 

 

  (資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 594,062 千円は、過年度分及び当年度分損益勘定留保資金 
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594,062千円で補てんするものとする。）。 

 

              収   入 

 第１款 資本的収入              879,662千円 

  第１項 企業債               456,600千円 

  第４項 負担金                48,901千円 

  第５項 国庫補助金             140,000千円 

  第７項 補助金               234,161千円 

 

              支   出 

 第１款 資本的支出             1,473,724千円 

  第１項 建設改良費             607,851千円 

  第２項 企業債償還金            865,873千円 

 

  (債務負担行為) 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

 (単位：千円) 

事 項 期 間 限度額 

令和７年度に貸付けられた甲斐市下水道排

水設備等改造資金融資あっせん要綱に定め

た融資資金の償還に係る利子補給 

令和８年度から当該

資金償還まで 

資金の借入利子

を限度とする額 
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  (企業債)   

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

                                  (単位：千円) 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

流域下水道整備 

事業 
107,700 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内(ただ

し、利率見直し方

式で借入れる政

府資金及び地方

公共団体金融機

構資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直し

後の利率) 

政府資金については、

その融資条件により、

銀行その他の場合に

は、その債権者と協定

するものとする。 

ただし、財政その他の

都合により据置期間

及び償還期限を短縮

し、若しくは、繰上償

還又は低利に借り換

えすることができる。 

公共下水道整備 

事業 
348,900 

 

  (一時借入金) 

第７条 一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める。 

 

  (予定支出の各項の経費の金額の流用) 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

 (１) 第 1 款下水道事業費用のうち、第 1 項営業費用、第 2 項営業外費用及び第 3 項特別

損失における項間の流用 

 

  (議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

 (１) 職員給与費                 58,420千円 

 

  (他会計からの補助金) 

第１０条 下水道事業の安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、911,149

千円である。 
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議案第 31号 

 

   令和７年度甲斐市戸別合併処理浄化槽事業会計予算 

 

  (総則) 

第１条 令和７年度甲斐市の戸別合併処理浄化槽事業会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 

  (業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）浄化槽設置基数                255基 

 （２）年間総処理水量               51,436㎥ 

 （３）1日平均処理水量                 140㎥ 

 （４）建設改良事業 

  イ 合併浄化槽事業                  3,136千円 

 

  (収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

              収   入 

 第１款 戸別合併処理浄化槽事業収益      24,946千円 

  第１項 営業収益               5,641千円 

  第２項 営業外収益             19,305千円 

 

              支   出 

 第１款 戸別合併処理浄化槽事業費用      28,685千円 

  第１項 営業費用              27,509千円 

  第２項 営業外費用              1,016千円 

  第３項 特別損失               110千円 

  第４項 予備費                  50千円 

 

  (資本的収入及び支出) 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 914千円は、過年度分及び当年度分損益勘定留保資金 914千円

で補てんするものとする。）。 
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              収   入 

 第１款 資本的収入               5,368千円 

  第１項 企業債                1,100千円 

  第４項 負担金                 433千円 

  第５項 国庫補助金               695千円 

  第７項 補助金                3,140千円 

 

              支   出 

 第１款 資本的支出               6,282千円 

  第１項 建設改良費              3,142千円 

  第２項 企業債償還金             3,140千円 

 

  (企業債)   

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

                                  (単位：千円) 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

戸別合併処

理浄化槽事

業 

1,100 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内(ただ

し、利率見直し方

式で借入れる政

府資金及び地方

公共団体金融機

構資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直し

後の利率) 

政府資金については、その

融資条件により、銀行その

他の場合には、その債権者

と協定するものとする。 

ただし、財政その他の都合

により据置期間及び償還

期限を短縮し、若しくは、

繰上償還又は低利に借り

換えすることができる。 

 

  (一時借入金) 

第６条 一時借入金の限度額は、10,000千円と定める。 

 

  (予定支出の各項の経費の金額の流用) 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

 (１) 第 1 款戸別合併処理浄化槽事業費用のうち、第 1 項営業費用、第 2 項営業外費用及
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び第 3項特別損失における項間の流用 

 

  (議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

 (１) 職員給与費                 3,504千円 

 

  (他会計からの補助金) 

第９条 戸別合併処理浄化槽事業の安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額

は、16,973千円である。 
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